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１．主要指標



主要指標の定義（案）

目標値の設定については、R6までに全41市町村が計画を策
定し、各市町村が計画策定から概ね10年後に改定する想定

目標値設定の考え方（案）

 県内市町村の景観計画の策定数及び改定数を主要指標とす
る。

 景観計画の策定及び改定による適切な運用が、悠久の歴史や
伝統文化に育まれた空間の形成につながることから、この指
標を選定する。

基本施策 １ｰ⑸ 悠久の歴史や伝統文化に育まれた魅力ある空間と風土の形成
主要指標 景観計画の策定・改定数

実績値（R2） 38

実績見込み値（R3） 40

目標値（R13） 76

施策体系図
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景観計画の策定・改定数の推移と目標値

策定・改定数（実績） 策定・改定数（目標値）

策定数 改定数

※各年度末の数値 1



主要指標の定義（案）

目標値設定の考え方（案）

 「過去１年間でインターネット（パソコン、スマートフォン、
タブレット等）を利用したことがある（総務省調査）」と
答えた者の割合

 基本施策2-(6)については、情報通信環境をはじめとした、住
宅、上下水道、道路等の安全・安心・快適に暮らせる生活基
盤の幅広い施策となっている。

 生活基盤の充実・強化を総体的に示す主要指標としては、県
民満足度調査結果も想定されるが、同結果については客観性
の点で意見がある状況。

 国の沖縄振興審議会の報告においては、「離島はICT基盤の整
備により最も恩恵を受ける地域」との認識が示されており、
定量的にも評価できるものとして設定した。

基本施策 ２ｰ⑹ 安全・安心・快適に暮らせる生活基盤の充実・強化
主要指標 インターネット利用者の割合（個人）

施策体系図

実績値（R2） 81.8％

中間値（R8） 86.8％

目標値（R13） 90.9％

※沖縄県平均値80.0％ 先進県平均値89.1％
※中間年に、情報通信技術の進展や普及状況を踏まえて、指標の見直しを行う。

 R13目標値は、沖縄県と先進県の平均値（ H24～R1 ）の
差（-9.1ポイント）が埋められるように設定した。
目標値90.9％＝R2実績81.8%＋先進県との差9.1ポイント

※R1実績は割愛（統計手法が異なり活用できないため：総務省発表） 2



主要指標の定義

国土強靱化地域計画は、いかなる災害等が発生しようとも、
「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な地域の強靱化
を推進するために県及び市町村で策定する計画であるため、全
市町村での計画の策定及び適切な改定が、県民の安全・安心に
繋がることからこの目標値を１００％とした。
※県及び市町村の計画策定状況を割合で示し、計画策定後の県
内での計画改定状況について（ ）で記載。

目標値設定の考え方

 災害に備えた地域の強靱化を図る為の計画として、県及び市
町村が策定する国土強靱化地域計画策定及び状況の変化に対応
した計画の改定率を主要指標とする。

 平成25年12月に施行された、「強くしなやかな国民生活の実
現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」にて、
地方公共団体の責務として、地域の状況に応じた国土強靱化に
関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を
有するとされている。そのための手段として、県又は市町村は、
国土強靱化に係る他の計画等の指針となるべきものとして国土
強靱化地域計画を定めることができるとされている。

基本施策 ２ｰ⑻ あらゆるリスクに対応する安全・安心な島づくり
主要指標 国土強靱化地域計画の策定・改定率

実績値（R２度末） ３３％（０％）

実績見込み値（R３年度末） ９０％（２％）

目標値（R13） １００％（１００％）

施策体系図
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主要指標の定義

基本施策 ３ｰ⑷ アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点の形成と臨空・臨港型産業の集積

主要指標 那覇空港からの輸出入額及び那覇港の外貿取扱貨物量
施策体系図

 那覇港の外貿取扱貨物量
・那覇港で取り扱う国外航路の総取扱貨物量
・アジアにおける物流拠点として、優位性確立に資する港湾の機能強

化や、臨空・臨港型産業の集積、県産品輸出などを推進することに
より、那覇港の外貿取扱貨物量の増加につながることから、当該指
標を主要指標とする。

目標値の設定の考え方
◆那覇港での外貿取扱貨物量 ・目標値の設定について

H22年～R1/H31年の実績値の傾向をもとに近似式を
用い、公共貨物量を設定。その後、R1年の外貿貨物量
の割合（公共貨物量比）を乗じた数値に、移入から輸
入へ転換する貨物量を上乗せし、推定値を設定

なお、R3までは新型コロナウイルスの影響を考慮
し、R4より回復見込みとしている。

実績値（R1） 121万トン

実績見込み値
（R2※速報値）

115万トン

目標値（R13） 195万トン

※目標値の設定については、精査中であり、今後決定される観光指標等の目標値や那覇
港の港湾計画改訂に際し設定する将来推計値等より総合的に判断する予定

コロナウイルス感染拡
大の影響を考慮

（R2～R3）

（万㌧）

4


